
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　個人旅行客誘致推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部 観光国際局 海外戦略推進課 アジア誘客係電話番号：058-272-1111（内2356）　E-mail：c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　9,100千円（前年度予算額：9,100千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	9,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,100

	要求額
	9,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,100

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内最大の民間観光団体である（一社）岐阜県観光連盟では、外国人観光客の増加や昇龍道プロジェクトに対応し、アジアを中心としたセールスコールや他県と連携した訪日プロモーションを展開してきた。しかし、インバウンド市場では、急速に旅行形態が団体から個人へシフトしていることから、これまでの旅行博への出展や海外商談会の開催及び参加だけでなく、格安航空会社（ＬＣＣ）などとも連携し、個人旅行者をターゲットとした誘客促進プロモーションを展開する必要がある。また、平成２９年５月に設立された広域連携ＤＭＯ組織である（一社）中央日本総合観光機構と連携のうえ、昇龍道として広域的なＰＲをする必要も出てくる。

このため、同連盟が実施する台湾を中心としたアジアからの海外誘客促進事業等に対し支援を行い、岐阜県の観光消費額のさらなる増大を図る。
（２）事業内容

①ＤＭＯ等海外誘客広域連携推進事業（セールスコール及び現地セミナー実施、海外メディア等広域連携招請等）
②ＬＣＣ等連携アジア個人旅行者誘客推進事業（ＬＣＣ等連携プロモーション、個人旅行者対象とした旅行博出展等）

（３）県負担・補助率の考え方

①海外誘客広域連携推進事業　(4,100)　補助率10/10
②ＬＣＣ等連携アジア個人旅行者誘客推進事業　(5,000)　補助率10/10

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	9,100
	ＤＭＯ等海外誘客広域連携推進事業

	
	
	ＬＣＣ等連携アジア個人旅行者誘客推進事業

	合計
	9,100
	


	　決定額の考え方　




（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略

　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業化プロジェクト」

　　・外国人観光客倍増プロジェクト

（２）国・他県の状況

　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担
（３）後年度の財政負担

　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、事業費を負担する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	個人旅行客誘致推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	（一社）岐阜県観光連盟

	補助事業の概要
	（目的）

　県内最大の民間観光団体である（一社）岐阜県観光連盟が実施する民間を中心とした広域的な誘客活動及びアジアからの個人旅行者誘致事業等に対し支援を行い、岐阜県の観光消費額のさらなる増大を図る。

（内容）

1 ＤＭＯ等広域連携海外誘客推進事業（セールスコール及び現地セミナー実施、海外メディア等広域連携招請等）

2 ＬＣＣ等連携アジア個人旅行者誘客推進事業（ＬＣＣ等連携プロモーション、個人旅行者対象とした旅行博出展等）

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
・ＤＭＯ等広域連携海外誘客推進事業(4,100)補助率10/10、
・ＬＣＣ等連携アジア個人旅行者誘客推進事業(5,000)補助率10/10

	補助効果
	岐阜県の観光消費額のさらなる増大

	終期の設定
	終期　平成３２年度

（理由）事業開始から３年以上が経過しているため


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　県内外国人延べ宿泊者数の７割以上を占めるアジア市場における個人旅行化に対応するため、広域連携ＤＭＯ等と連携し、民間と一体となったＰＲを実現することにより、２０２０年までに宿泊者数１５０万人とする目標を達成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数

（観光庁宿泊旅行統計）
	 －万人
（H - ）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	98万人
（H29）
	150万人
（H32）
	65.3％


（前年度の成果）

	①ＤＭＯ等広域連携海外誘客推進事業
②台湾LCC、タイガーエアーと連携した岐阜県ＰＲ
　・タイガーエアーと関連の深いメディア、ブロガー、旅行会社6名を岐阜県に招請
　・岐阜県専用ＨＰの作成、タイガーエアーＨＰにて集中ＰＲ。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　全国的に広域連携ＤＭＯの設立による民間等を含めた広域連携の必要性。

　世界的な個人旅行化への対応策強化。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	より具体的な観光商品の造成・販売に特化した事業を実施しており、県が行う魅力の発信と連動することにより需要の喚起、観光入込客数の増、観光消費額の増加が期待できるため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	交通事業者と連携したキャンペーンを実施しているほか、商談会や招へい事業の結果、商品造成がされているなど、着実に成果があがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	旅行会社や会員観光関連企業から職員の派遣を受け、旅行商品を造成・販売する体制を整え、県と連携、役割分担をして活動している。


（事業の見直し検討）

	　海外誘客において、県と（一社）岐阜県観光連盟は、県が「観光施策の企画、立案」「様々な媒体を活用した魅力発信」「トップセールス等を活かした観光プロモーション」を担い、（一社）岐阜県観光連盟が「広域連携ＤＭＯとの連携事業」「民間を巻き込んだ誘客事業」等を担うことで役割分担をしており、２０２０年宿泊客数１５０万人の目標を達成するために、今後も共同で事業に当たる必要があり、補助が必要である。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）

　県との役割分担の下、観光商品の造成、販売に特化した事業等を行っており、観光消費額を増やすためには不可欠である。今後は台湾を中心に、アジアの個人旅行客をターゲットとして、ＬＣＣ等と連携のうえ、魅力ある旅行商品の造成による潜在顧客の掘り起こしを進める。また、県の施策と連動しつつ、広域連携ＤＭＯと連携して民間を巻き込んだうえ、周遊型観光地づくりの提案、二次交通の確保、ツアー造成を実施していく。


